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自己紹介

経歴

著作

講演

◆ 「『限定提供データに関する指針』改訂概要の解説」（NBL、2022）

◆東京大学未来ビジョン研究センター等共催シンポジウム（2021）

「イノベーション促進のためのデータの保護」 パネリスト・講演

◆ 「営業秘密の基礎と現代的課題」（東京弁護士会知的財産法部）（2021）

2015.12 弁護士登録（68期）

2019.3 経済産業省 知的財産政策室に出向

2019.6 経済産業省 新規事業創造推進室の業務を兼任

2022.4 東京八丁堀法律事務所復帰

東京八丁堀法律事務所入所

不正競争防止法、知的財産法関連業務を担当

グレーゾーン解消制度、規制のサンドボックス制度等を担当
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１．指針改訂の背景

不競法改正時の附帯決議で施行後3年見直しが要請

施行後寄せられた解釈の明確化への対応

データプラットフォーム事業者の限定提供データ活
用の後押し
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② 「提供」

③ 「電磁的管理」と社内管理

④ 「電磁的管理」の対象・方法

２．主な改訂点－まとめ

客体要件

⑥ 「任務違背」

正当取得類型

⑦ 転得類型における「悪意」

転得類型

⑧ 転得類型とデータの同一性

⑨ 請求権者

その他

① 「業として」

⑤ 非秘密管理性

…社内管理がされていなくても電
磁的管理は満たし得る

…当該データ専用の管理が必要

…営業秘密・限定提供データ両制
度による保護を見据えた管理OK

…事業の一環でのデータ提供

…趣旨の明確化

…具体例の追加

…具体例の追加

…データ非同一なら侵害×

…データPF事業者・委託者は請
求権者になるか？
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＜改訂趣旨＞
• 旧指針では、特定のデータを反復
継続的に提供していないと「業とし
て」といえないかのような記載。

• 「業として」とは、事業の遂行・一
環として行われているといえる程
度の場合をいい、特定のデータを
反復継続的に提供している必要
はないことを明確化。

２．改訂点－①「業として」
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＜改訂趣旨＞
• 旧指針では、「提供」要件につい
て明確な解説をしていなかったた
め、解釈等に疑義。

• 「提供」について解説を行うととも
に、具体例を記載することで、上
記疑義を解消。

２．改訂点－②「提供」



＜改訂趣旨＞
• 電磁的管理性要件を満たすた
めに、社内管理を行う必要があ
るかについて疑義。

• 旧指針でも、「データ保有者が
データを提供する際に」電磁的
管理が必要と記載されていたと
おり（旧指針10頁）、社内で
のデータの取扱いに際して電磁
的管理がされていないために本
要件が否定されることはないこと
を明確化。

• 加えて、実際にデータ提供を開
始していない段階における本要
件の考え方についても整理。
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２．改訂点－③電磁的管理と社内管理
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＜改訂趣旨＞
• 電磁的管理性要件を満たすた
めには、何に対して、どのような管
理がされるべきかという点に疑義。

• 当該データ専用の管理がされて
いる場合には、本要件を満たす
と考えられるところ、その旨記載。

• また、具体例を追加することでよ
りイメージがしやすいように。

２．改訂点－④電磁的管理の対象・方法
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＜改訂趣旨＞
• 非秘密管理性要件のために、企
業としては、保有するデータを営
業秘密と限定提供データに分類
しなければならないのかといった点
について疑義。

• 非秘密管理性要件は法適用の
場面で両制度による保護が重
複して及ばないことを意味するだ
けで、実務上、両制度による保
護の可能性を見据えた管理を
行うことは否定されない（むしろ
推奨される）ことを指摘。

２．改訂点－⑤非秘密管理性
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＜改訂趣旨＞
• ライセンス契約において、どのよう
な場合に、ライセンシーに「限定
提供データの管理に係る任務」
が認められるかといった課題。

• ライセンシーがデータを利用する
過程で取得した情報をライセン
サーにフィードバックする義務を
負っている等の場合には、「限定
提供データの管理に係る任務」
が認められる場合がある旨を追
加。

２．改訂点－⑥任務違背
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＜改訂趣旨＞
• 今後、政府のガイドライン等にお
いて、データPFによる来歴情報
付与が推奨されていくことが想定
される。

• このような来歴情報を信頼した
場合は、不正行為の介在の認
識がないと考えられることを追記。

• データPF上で、データを購入する
者のリスク回避に繋がり、データ
PFの発展に寄与するか。

２．改訂点－⑦転得類型と悪意
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＜改訂趣旨＞
• 旧指針は、データPFが提供を受
けたデータと同一のデータを別の
者に提供する場合を想定した記
載。

• もっとも、データPFの中には、提
供を受けたデータを用いて加工
情報を作成し、当該加工情報
を提供するものも多く存在。

• 提供を受けたデータと自分が提
供するデータとが同一の情報に
あたらなければ、当該提供行為
は、不正競争に該当しないため、
後者のデータPFを想定し、この
旨を追記。

２．改訂点－⑧転得類型とデータの同一性
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＜改訂趣旨＞
• 旧指針では、請求権者に関する
記載がなかった。

• まず、一般論として、請求権者
＝「営業上の利益」を侵害され
る者は、「限定提供データ保有
者」と考えられることを記載。

２．改訂点－⑨請求権者
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２．改訂点－⑨請求権者 ＜改訂趣旨＞
• 限定提供データを活用したデー
タPFの後押しの観点から、データ
PFが担う役割を4つの類型に
分類したうえ、データPFが請求
権者になり得る場合について整
理。

• その上で、①データPFが提供者
と取得者のマッチング機能のみを
担う場合は請求権者に該当しな
いと整理する一方、②データPF
がデータ流通環境を整備する
場合、③アノテーション等の役
割を担う場合、④データPFが
加工データを提供する場合は、
請求権者として認められる方向
で整理。

• PFの信頼性の観点から、PFが
請求権者足り得ることはPFの発
展に繋がるか。
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２．改訂点－⑨請求権者

＜改訂趣旨＞
• データの管理に関する委託がさ
れている場合において、委託者・
受託者それぞれが請求権者足り
得るかについて整理。

• 委託者については、受託者を通
じた管理等を行っているといえれ
ば、受託者については、自らの責
任で管理等をしているといえれば、
請求権者足り得ることを指摘。



東京八丁堀法律事務所

弁護士 渡邉遼太郎

watanabe@hatchobori-law.gr.jp

ご清聴ありがとうございました。
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